センゴ アメリカ キギョウ ネンキン ノ キテン : デトロイト キョウヤク モデル ノ キギョウ ネンキン by 吉田 健三 et al.
松 山 大 学 論 集
第 ２３ 巻 第 ４ 号 抜 刷
２０１１ 年 １０ 月 発 行
戦後アメリカ企業年金の起点
――「デトロイト協約モデル」の企業年金――
吉 田 健 三
戦後アメリカ企業年金の起点
――「デトロイト協約モデル」の企業年金――
















































た年金プランの特徴については Sass（１９９７）, pp.１１４－１１９. Folsom（１９４９）, Hacker（２００２）,
pp.１１３－１１４, Wooten（２００４）, pp.２９－３４を参照。
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６）President’s Committee on Corporate Pensions（１９６５）.
図１ 民間賃金労働者に占める年金加入者の割合
※確定拠出型プランも含まれる。












































合会議（Congress of Industrial Organization ; 以下 CIO）であった。それは，従






























































１６）Inland Steel Company v. United Steel Workers of America（CIO）,７７National Labor Relations
Board４,（１９４８）. 労使関係法における年金の位置づけの問題と同裁定の意義についての解
説は Dearing（１９５４）, pp.４２－４５および Steel Industry Board（１９４９）, pp.６９－７８を参照。経営
者側は，退職プログラムは裁量的な項目（discretionary instrument）であり，会社側が選択
したときのみ交渉の対象に含められると主張し，この運動に対抗していた。
１７）第７巡回区裁判所の判決は，Inland Steel Company v. National Labor Relations Board,１７０
F.２nd ２４７,２５１（１９４９）を参照。またその最高裁はその上訴を棄却した（３３６, U. S.９６０
（１９６９））。（Dearing,（１９５４）p.４５）。


























































（２００４）, pp.２９－３４, Jacoby（１９９７）, p.２０７,２１５,（邦訳 pp.３４３,３５６－３５７）, Sass（１９９７）, p.１０５。
２５）同時期の年金普及の制度的要因については，Hacker,（２００２）p.１１３,３７４, McGill, Brown,































２８）Dearing（１９５４）, p.３７, Wooten（２００４）, pp.３３－３４.
２９）McGill, Brown, Haley and Schieber（２００５）, p.１９.




















































































































































３４）Steel Industry Board（１９４９）, p.８.
３５）McGill, Brown, Haley and Schieber（２００５）, p.１６, Steel Industry Board,（１９４９）, p.６４.
（Dearing（１９５４）, pp.６２－６４）



















































３９）GM and UAW（１９５０a）, Article V Sec.２.（b）. Steel Industry Board（１９４９）, p.１０.
４０）Article II, Sec.１.（a）１, ただし強制退職年齢の「自動退職年齢」は６８歳である。（Article II,
Sec.３.（a））。





















































４５）Article II, Section.１.（b）および Article IV.を参照。
４６）Lowenstein（２００８）, p.２１.

































































































































































６２）Article V, Financing, Sec.１. Trust Fund.
６３）Article V, Financing, Sec.３. Irrevocability.
６４）Sass（１９９７）, p.１２８.
６５）ただし，その規程は１９４６年以前に設立されたプランには適用されない。

























６７）GM and UAW（１９５０b）, Sec.３. Administration.
６８）１９５０年，および１９５８年の段階では，投資内容はほとんど運営委員に公開されない（GM
and UAW（１９５０b）, Sec.３. Administration（５）および GM and UAW（１９５８）の同条項）。
６９）Harbrecht（１９５９）, pp.４２,８０－８２. なお GM社の年金資産の運用状況の概要および情報公




























７２）Article V, Financing Sec.１. Trust Fund.
７３）Drucker（１９７６）, pp.７－１０.

































モデル名 福祉資本主義 デトロイト協約モデル 社会保障年金







提供 任意 任意 強制
加入 強制 強制 強制
拠出主体 雇用主 雇用主 雇用主＋従業員
退職要件 あり（６５歳） あり（６５歳） 所得テスト有






給付算定の変数 所得と勤続年数 勤続年数のみ 平均所得に傾斜変数
最高、最低 あり あり あり
公的年金との調整 なし 控除方式 －
障害給付 あり あり １９５６年設立
遺族年金 － － あり









裁量 変更権限 雇用主 労使の合意 議会
債務放棄 可能 不可 規定上は可能
条件付 勤続年数 ３０年 １０年 対象年の半数（現在１０年）
退職年齢 ６５歳 ６５歳 ６５歳
早期退職 なし ６０歳 なし（１９６１年に６２歳）
ベスティング なし なし なし
退職事由 あり なし なし
個人の属性 あり なし 原則としてなし
債務不履行リスク 賦課方式 積立方式 賦課方式
代理人リスク 規定なし 信託形式 国債投資
表２ 「福祉資本主義モデル」と「デトロイト協約モデル」
出所）筆者作成。
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